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持続可能な開発のための2030アジェンダ
とG７伊勢志摩サミット	  

2016年4月13日	  
参議院政府開発援助等に関する特別委員会	  

今田　克司	  
CSOネットワーク代表理事	  
日本NPOセンター常務理事	  
動く→動かす代表	  
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SDGs(Sustainable	  Development	  
Goals:	  持続可能な開発目標）	

•  2015年9月の国連持続可能な開発サミットにお
いて国連加盟国の全会一致で採択。17の目標と
169のターゲット。	  

•  「我々の世界を変革する」という野心的なタイト
ル。	  

•  策定に至る過程で市民社会、ビジネスを含めた
広範な意見聴取。市民一人一人の声を合意文
書に取り入れる取り組み。	  
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SDGs＝開発と環境の融合	  

ミレニアム開発目
標（MDGs）を守ろ
う／守らせようの

流れ	  
↓	  

ポストMDGs	  

（２０１２年	  
開催）国連持続
可能な開発会
議（リオ＋２０）	  

↓	  
SDGs	  

開発	  

環境	  

SDGs	  
（ポスト2015）	  
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SDGs＝普遍性（ユニバーサリティ）	  

「誰一人取り残
さない」	  

貧困、飢餓、教
育、母子保健、
衛生、ジェン
ダー等	  

国家間・国内格差、
平和で公正かつ包
摂的な社会、地球と
天然資源の永続的
な保護、包摂的・持
続的な経済成長、働
きがいのある人間ら
しい仕事等	  

MDGsから引き
継がれた課題	  

新たなに出現した
開発課題	  

すべての国に
適用される	  
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市民社会のメッセージ＝慢性的な	  
危機状態からの脱却へ	  

さまざまな	  
危機の連鎖	  

	  
金融、エネル
ギー、食糧	  

戦争、紛争、テロ、	  
国際秩序の	  
不安定要因	  

改革でなく変革を	  

国際社会に
おける新興
国の発言力
の高まり	  

気候変動	  

国際社会にお
けるNGO、CSO
の地位の向上	  

民間セクター
による社会
的責任・価値
追求の動き	  

広がる
格差、
若者の
雇用	  

先進国、新興
国、途上国の
「国益」の対
立。地球益と
の相克	  
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「新たな開発合意」 
（市民社会の長年の主張）	

•  国際開発の新しい規範は、
説明責任（アカウンタビリ
ティー）、透明性、参加、包
摂（インクルージョン）の４
つのキーワード	  

•  これらは各国政府、国際
機関、NGO等、いまや開
発に携わる様々な主体が
共通して重要と認める価
値基準となっている一方、
「合意」は表面的なものに
とどまっている。	  

ACCOUNTABILITY, TRANSPARENCY, 
PARTICIPATION, AND INCLUSION
A New Development Consensus?

Thomas Carothers and Saskia Brechenmacher
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持続可能な開発目標の17目標	  
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国家、民間、市民社会の役割	  
〜採択文書の「実施手段」より抜粋	  

•  ４１．（国家、民間セクターの役割）我々は、それぞれの国が
自国の経済・社会発展のための第一義的な責任を有すると
いうことを認識する。（中略）我々は、小規模企業から多国籍
企業、協同組合、市民社会組織や慈善団体等多岐にわたる
民間部門が新アジェンダの実施における役割を有することを
認知する。	  

•  ４３．（ODA	  の役割、コミットメントの再確認）（前略）ODA	  供与
国は、開発途上国に対するODA	  をGNI	  比0.7%に、後発開発
途上国に対するODA	  をGNI	  比0.15～0.2%にするという目標を
達成するとの多くの先進国によるコミットメントを含め、それぞ
れのコミットメントを改めて確認する。	  

•  ４５．（国会議員、政府、公的機関の役割）我々は、新アジェ
ンダのために必要とされる予算の可決と我々のコミットメント
の効果的な実施に関する説明責任を確実なものとするため
に、国会議員が果たす不可欠な役割についても認識してい
る。（後略）	  

外務省仮訳より	  
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国家計画プロセスへの反映	  
〜採択文書より抜粋	  

•  ５５．(各国の状況を踏まえた差別化)持続可能な開
発目標（SDGs）とターゲットは、一体のもの、分割で
きないものであり、また地球規模ですべての国に
対応が求められるものである。ただし、各国の置か
れた状況、能力、発展段階、政策や優先課題を踏
まえることは必要である。ターゲットは、高いレベル
かつ地球規模で設定されており、各国政府は、こ
れを念頭に各国の置かれた状況に応じて国レベル
のターゲットを定めるものとなる。また、各国政府
は、地球規模のターゲットを具体的な国家計画プ
ロセスや政策、戦略に反映していくことが想定され
ている。（後略）	  

外務省仮訳より一部改編	  
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2016年7月　	
国連ハイレベル政治
フォーラム（HLPF)開催	
	
•  フォローアップ・レ
ビュー体制の決定	

• 自発的に手を挙げた
21か国が進捗状況を
報告	

グローバルな	
レビュー・プロセス	
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動く→動かすによる国会議員への働きかけ	  
議員勉強会の実施	

超党派勉強会の実施（2016.3.9）	  
自民、公明、民主、社民、共産、維
新等の各党の議員が呼びかけ人と
なり実施、各党から８名が出席。研
究者、外務省、NGO・NPO、企業の
各セクターより発表	  

→SDGsは包括的な目標のため、各省庁を束ねる「司令
塔」が必要、との認識を共有	

→今後は、国内NPOセクターとも協力しながら、SDGs議
員連盟の設立に向けて働きかけていく	
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国家計画等の策定、 
実施、評価等にかかる枠組み	

＜政府＞ 
2030アジェンダ推進 
本部（仮称） 

•  内閣官房が主導 
•  省庁連携 
 

連携・協働 

モニタリン
グ 

日本全国の広範な市民社会から
のインプット・モニタリング 

法整備、国家計画、
政策・施策の策定、
実施、モニタリン
グ・評価�

ス
テー

ク
ホ
ル
ダー

参
画
に
よ
る
実
施�

 
 
 

Ø 各オレンジは、各ステー
クホルダーを示す。 

Ø 例）地方自治体、消費者、
NGO、若者、高齢者、障
害者、ジェンダー、労働組
合、民間企業、科学者、
農業者等 

 

定期的な 
連携・協働会議
の実施 ＜非国家アクター＞ 

 

2030アジェンダ推進 
会議（仮称） 

 
•  多元的ネットワーク 
•  各ステークホルダー
の代表・連携により
構成 
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日本の国内課題とSDGs	  

ポストMDGs 
!

ハイレベルパネル報告書 

リオ＋２０ 

オープン・ワーキング・グループ（OWG） 

資金専門家委員会 
 

資金専門家委員会報告書 

!
OWG報告書 

!
国連事務総長 統合報告書 

政府間交渉 
国連開発資金会議 

国連総会 
ポスト2015サミット 

2015.9�

2012�

2014.12�
2015.7�

SDGs	�!

学者/研究者 

海外NGO 

各国政府 

政治家 

日本政府 

国内NGO 
意見交換会 

連携 

  意見を提起 SDGs策定プロセス
（国連） 

SDGsは、各国政府、国連機関、研究者、NGO、政治家など様々なアクターが共同で、国連
プロセスに従って作っています。 

制作　動く→動かす 
お問い合わせ先　動く→動かす 事務局・稲場雅紀（事務局長） 
東京都台東区東上野1-20-6丸幸ビル３F（特活）アフリカ日本協議会気付 
電話：03-3834-6902/FAX：03-3834-6903/メール：ajf.staff1@gmail.com 

SDGsは、開発途上国の課題のみならず、日本国内における様々な課題をふくみます。SDGs
達成にむけて、開発途上国への支援と、国内課題の双方に取り組むことが大切です。 
そのため、民間企業、学界、NGOとの連携が、今後ますます重要になります。 

 
 
 
人身売買・暴力の排除 
経済的資源への権利 
意思決定への参加 

5. 女性の権利 
 

 
 
再生可能エネルギー拡大 
エネルギー効率の改善 
クリーンエネルギー投資 

7.エネルギー 
 

 
 
児童労働を完全になくす 
完全雇用、良い仕事 
持続可能な観光業 

8.しごとづくり 

 
 
 
所得下位40%の所得増大 
再分配政策の拡大 
金融セクター規制強化 

10.格差是正 
 

 
 
水害死者数大幅削減 
災害リスク管理 

大気汚染・廃棄物問題 

11.防災減災  
 
 

食品廃棄物削減 
化学物質管理強化 
持続可能な公共調達 

12.消費・生産 

動く→動かすのSDGsパンフレットより	  
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SDGsとG７サミット	

•  Ｇ７伊勢志摩サミットは「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」を中核と
する「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」の採択後初め
てとなるサミットです。	

•  今後のアジェンダの実施には、民間・市民社会を含むあらゆるス
テークホルダーが参加するグローバル・パートナーシップが不可
欠です。Ｇ７として、かかるパートナーシップの下でＳＤＧｓを含む
２０３０アジェンダの実施を積極的に主導していく必要があります。	

（G7伊勢・志摩サミット2016　ウェブサイトより）	

SDGs採択後の最初のG７サミットであり、日本がグ
ローバル社会に向けて持続可能な世界に向けて
の強力なメッセージを発信する大きなチャンス。	
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2016年G7サミット市民
社会プラットフォーム	

•  2016年G7サミットや関連会合の情報を広く日本・
世界の市民社会に伝え、日本政府・G7諸国政府
や関連機関と各国市民社会との対話や政策提言
の場を設置し、開催国の市民社会としての責任を
果たす。	  

•  3/22-‐23	  シビルG７を開催。SDGsを含め、G7会合の
議題に関して、市民社会とG7シェルパとの対話を
実施。	  

•  「市民サミット」（5/23-‐24）で国内・地域課題への取
り組みを話し合う。これらを含め、SDGs実現に向け
た市民社会のメッセージを世界に向けて発信。	  
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ご清聴ありがとうございました。	

今田　克司	  
katsuji@csonj.org	  
kimata@jnpoc.ne.jp	


